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税務訴訟資料 第２６５号－１８５（順号１２７６８） 

大阪高等裁判所 平成●●年（○○）第●●号 過誤納金還付等請求控訴事件 

国側当事者・国（東淀川税務署長） 

平成２７年１２月１０日棄却・上告・上告受理申立て 

（第一審・大阪地方裁判所、平成●●年（○○）第●●号、平成２７年５月２２日判決、本資料２６

５号－８４・順号１２６６７） 

 

判     決 

控訴人         甲 

同訴訟代理人弁護士   橋森 正樹 

同           幡野 有紀 

同補佐人税理士     橋森 宣正 

被控訴人        国 

同代表者法務大臣    岩城 光英 

処分行政庁       東淀川税務署長 

            中山 基晴 

同指定代理人      清水 真人 

同           小銭 慎司 

同           松山 修 

同           福田 幸治 

同           大阪 哲哉 

 

主     文 

１ 本件控訴を棄却する。 

２ 控訴費用は控訴人の負担とする。 

 

事実及び理由 

第１ 控訴の趣旨 

１ 原判決を取り消す。 

２ 主位的請求 

 被控訴人は、控訴人に対し、４３０４万７４００円及びこれに対する平成２４年１２月３０日

から平成２５年１２月３１日まで年４．３％、平成２６年１月１日から平成２６年１２月３１日

まで年１．９％、平成２７年１月１日から支払済みまで年１．８％の割合による金員を支払え。 

３ 予備的請求 

 東淀川税務署長は、控訴人に対し、平成２０年１２月●日の相続開始（被相続人丙）に係る相

続税について、取得財産の価額、債務及び葬式費用の金額、課税価格、相続税の総額、あん分割

合、算出税額、税額控除計、差引税額並びに申告納税額を原判決別紙記載の各金額とする更正を

せよ。 

４ 訴訟費用は、第１、２審を通じて被控訴人の負担とする。 
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第２ 事案の概要（以下、略称は、原判決の表記に従う。） 

１ 事案の要旨 

 本件は、丙（亡丙）の相続人である控訴人が、同相続に係る相続税（本件相続税）の修正申告

（本件修正申告）及び納付をしたところ、本件修正申告は、課税価格の算定上、亡丙の訴外会社

に対する貸付金債務（本件債務）について、相続債務として控除すべきであったのに、本件債務

額を控除せずに行ったもので、錯誤により無効であり、上記納付に係る金員４３０４万７４００

円は誤納金であると主張して、被控訴人に対し、主位的に、国税通則法５６条１項に基づき、上

記４３０４万７４００円及びこれに対する上記納付の日の翌日である平成２４年１１月３０日

から、同法５８条１項、租税特別措置法９５条、９３条２項に規定する割合であるとする、平成

２５年１２月３１日まで年４．３％、平成２６年１月１日から支払済みまで年１．９％の割合に

よる還付加算金の支払を、予備的に、本件相続税について、職権で、課税価格、税額等につき本

件債務を相続債務として控除して算定される金額に更正することの義務付けをそれぞれ求めた

事案である。 

 原審は、主位的請求につき、本件修正申告が錯誤により無効であるとは認められないとして棄

却し、義務付けを求める予備的請求に係る訴えにつき、不適法として却下する旨の判決をした。

控訴人はこれを不服として控訴するとともに、主位的請求につき、４３０４万７４００円及びこ

れに対する上記納付の日の翌日である平成２４年１１月３０日から起算して１月を経過する日

の翌日である平成２４年１２月３０日から、国税通則法５８条１項、租税特別措置法９５条、９

３条２項に規定する割合であるとする、平成２５年１２月３１日まで年４．３％、平成２６年１

月１日から平成２６年１２月３１日まで年１．９％、平成２７年１月１日から支払済みまで年１．

８％の割合による還付加算金の支払に減縮した。 

２ 関係法令の定め及び前提事実 

 原判決２頁２５行目から５頁７行目までに記載のとおりであるから、これを引用する。ただし、

同３頁１２行目の「相続税法１３条１項１号」及び同行から１３行目にかけての「同法１条の３

第１号」の次にいずれも「（平成２７年法律第９号による改正前のもの）」を付加する。 

３ 争点及び争点に関する当事者の主張 

 後記４に当審における控訴人の補充主張を、後記５に当審における被控訴人の補充主張をそれ

ぞれ付加するほかは、原判決５頁９行目から１９頁１７行目までに記載のとおりであるから、こ

れを引用する。 

４ 当審における控訴人の補充主張 

（１）本件債務が相続税法上債務控除できるか否かについて 

ア 原判決の判示内容の不当性について 

 原判決は、本件債務が相続税法上債務控除できるか否かを独立の争点として設定せず、本

件修正申告について錯誤無効の主張が許されるかについて、本件債務を含む本件各貸金債務

が、債務者につきその債務の履行が義務付けられている債務であることには相当の疑義があ

ったとして、仮に、本件債務が相続税法１４条１項に規定する「確実と認められる」債務で

あり、本件修正申告書の記載内容に錯誤があったとしても、その錯誤が客観的に明白であっ

たということはできないと判示した。 

 しかし、本件債務が「確実と認められるもの」かどうかは極めて重要な争点であり、この

点につき正面から明確な判断を避けたことは裁判所の責務を放棄するも同然である。 
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イ 本件債務が相続税法１４条１項の「確実と認められる」債務に該当することについて 

（ア）本件相続開始直前である平成２０年１２月２５日に締結された平成２０年１２月合意に

係る平成２０年１２月合意書において、同日現在、亡丙は、Ｃ社に対し、４億４２５２万

８０００円及びこれに対する遅延損害金の債務を負っていることが確認されていること

によれば、本件債務の存在は確実であると認められ、同債務についての債務承認弁済契約

が締結されている以上、承認した債務の全額について履行が義務付けられている債務であ

ることも明白である。この点、確かに、平成２０年１２月合意書には約定どおり一定の弁

済をした場合にその余の債権を放棄する旨の条項があるが、これによってその余の債務に

つき履行が義務付けられていないということにはならず、債務者からすれば、全体の債務

の履行が義務付けられているからこそ、その一部の債務の弁済を実行することで残余の免

除を受けようとする動機付けがなされるのである。 

（イ）Ｃ社との間において、平成１８年１２月２２日、平成２０年９月２２日に、本件債務を

含めた本件各貸金債務について一定期限までに一定額の弁済をすれば、その余の債務を免

除する旨の平成１８年合意及び平成２０年９月合意がされたが、同各合意において定めら

れたとおりの弁済はできなかった。そして、平成２０年１２月合意の締結に至ったものの、

同合意時点には、合意に係る弁済の原資調達の目途は立っていなかった。Ｄや亡丙が所有

する物件（主にＩ町所在のパチンコ店「Ｊ」）の売却又は同物件を担保とする融資を検討

していたが、売却については、当時リーマン・ショックの直後であったため、売却先がな

かなか見つからず、融資についても、当時のＤが実質的に大幅な債務超過であり、常に資

金繰りに奔走していた状態であったため、金融機関が難色を示していた。Ｂが懸命に融資

交渉を行った結果、平成２１年４月にようやくＢが代表者を務めるＨ社が、上記パチンコ

店「Ｊ」を同社に売却するとの条件でＬ信用金庫などから融資を得られることになったが、

融資額は６億円にとどまり、融資時期も同年５月となることから、Ｃ社に事情を説明して、

弁済期日を６億円について同年５月１１日に、残りの７０００万円について同年６月３０

日に延期することについて了承を得た。しかし、同了承を得た時点では、上記７０００万

円の弁済原資の調達方法は決まっていなかった。その後、Ｈ社が株式会社Ｍに上記パチン

コ店を売却することにして、残りの７０００万円の弁済資金を調達することができた。こ

のような経緯に、平成１８年の条件付き債務免除の合意における条件が成就したのは平成

２１年７月であり、３年近く経過していることも考慮すれば、原判決が、本件相続開始の

際、将来、本件債務者ら、とりわけＤが不動産を処分するなどして本件債務を含む本件各

貸金債務が免除される可能性が相当程度あったとするのは経験則に反しており、事実誤認

である。 

（ウ）相続債務が相続税法１４条１項所定の「確実と認められる」債務かどうかについては、

相続開始当時において判断すべきであるところ、上記（イ）のとおり、本件相続開始当時、

本件債務について債務免除の条件が成就する可能性が相当程度あったとは到底いえない。

そうすると、原判決が示すような本件債務についての相続税法１４条１項の解釈、適用は、

条件が成就する将来の可能性の有無のみならず、その程度をも問題とするものであって、

その認定は不安定なものとなり、納税者の予測可能性を害することは明らかである。納税

者の予見可能性の確保及び法的安定性に鑑みれば、相続債務について条件付き債務免除の

合意があったとしても、特段の事情のない限り、相続開始当時には相続税法１４条１項の
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「確実と認められる」債務と認め、その後において実際に免除を受けた場合に、その債務

免除益について所得税が課されるとの解釈、適用がされるべきである。 

（２）本件修正申告について錯誤無効の主張が許されるかについて 

 原判決は、①本件債務が確実であることに相当の疑義があるため、仮に「確実と認められる」

債務であったとしても、錯誤が客観的に明白であったとはいえない、②平成２１年７月３日に

Ｃ社に弁済された７０００万円の原資が、亡丙が元所有し、控訴人を含む本件相続人らが相続

した不動産の売却代金であっても、上記結論を左右しない、③本件修正申告は、大阪国税局の

担当職員の慫慂により更正の請求期間経過後にされたものであるところ、仮に上記慫慂が誤っ

てなされたとしても、上記職員が故意に誤った内容の修正申告の慫慂をしたと認めるに足りる

証拠はない、④控訴人が税理士に相談の上、本件修正申告書を作成し、これを提出したと判示

し、これらの事実を考慮すれば、本件修正申告書の記載内容の過誤の是正について、税法の定

めた方法以外にその是正を許さないならば、納税義務者の利益を著しく害すると認められる特

段の事情があるともいうことはできないとするが、これは、次のとおり、不当である。 

ア ①について 

 本件債務が相続税法１４条１項の「確実と認められる」債務であれば、本件債務は相続税

の計算にあたって債務として控除されるべきであるところ、本件修正申告では債務として控

除されていなかった以上、その錯誤は明白である。明白性が要件とされるのは、法的安定性

及び第三者の信頼保護であるところ、本件では、課税庁が本件債務につき債務控除できない

ことを控訴人に積極的に指導し、修正申告を慫慂したのであるから、課税庁において気付き

ようのない事項でないことは明らかである。したがって、本件では、明白性の要件は不要と

するか、又は明白性の要件は満たされているとすべきである。 

イ ②について 

 平成２１年７月３日にＣ社に弁済された７０００万円の原資は、相続財産であるＩ町●●

ほか２筆の土地及び建物をＨ社に売却した際の売得金であり、しかもこれらの不動産は元々

Ｃ社のために担保権が設定されていた不動産である。控訴人を含む本件相続人らは、本件当

初申告ではこれらの不動産を取得財産に計上するとともに本件債務を相続債務として計上

していたのに対し、大阪国税局の担当職員からの修正申告の慫慂は、本件債務を控除できな

いとするにとどまり、上記不動産は取得財産に計上したままである。これは、本件債務のう

ち弁済された７０００万円については負債として計上しないが、資産としては計上するとい

う慫慂であり、相続税の計算の大原則に反するものである。原判決は、この点は、本件修正

申告の錯誤がなかったという結論を左右しないと判示するが、その理由を明示していない。 

ウ ③について 

 本件修正申告は、大阪国税局の担当職員が積極的に誤った指導をしたのであるから、職員

が故意に誤った内容の修正申告を慫慂したことの立証責任を納税者に負わせるのは酷であ

り、不公平であること、破産したＢからの徴収困難を機に修正申告の慫慂がされたこと、し

かも上記指導が更正の請求期間経過後であったこと、本件修正申告前に控訴人が大阪国税局

の職員に対してＢなど他の相続人の資産状況等を質問したが、回答がされず、Ｆ税理士が「Ｂ

は修正申告の相続税を払うだけの資産はある」と話した際も、職員がそれに特に異議を述べ

なかったことによれば、職員の修正申告の慫慂には少なくとも重大な過失が認められ、これ

によれば、錯誤無効を主張できる場合に該当すると判断すべきである。職員の故意が認めら
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れないことにより錯誤無効を主張できないとすることは根拠がない。 

エ ④について 

 税理士に相談していたにもかかわらず、本件債務が確実と認められるものであることにつ

いて錯誤に陥ったのであれば、なおさら納税者の救済が要請されるべきである。税理士に相

談した以上その誤りを是正できないということであれば、納税者は税理士への相談を躊躇し

てしまうことになる。 

オ 控訴人の窮状について 

 控訴人は、本件修正申告に基づく納税をするために控訴人固有の財産を売却せざるをえな

くなり、同売却代金を本税、過少申告加算税及び延滞税の納付に充てたところ、同納税直後

に課税庁から破産したＢの相続税本税４０２５万５５００円、過少申告加算税５９４万７０

００円（利子税、延滞税を含む。）についての連帯納付の通知を受け、現在、課税庁にその

収支を把握され、家電製品の購入についても許可を得るよう指示されている状況にある。ま

た、控訴人は、Ｄの役員のほかにフリーライターの仕事もしていたが、相続税納税のための

不動産売却に時間をとられて取材に時間を割くことができず、また、上記連帯納付義務を負

うことによって周囲に多額の税金の未納者として認識されて信用を失墜し、フリーライター

としての収入を得ることができなくなった。 

カ 本件相続開始当時のＤの支払不能について 

 原判決は、Ｄが、本件相続開始の際、支払不能の状態であったことから、亡丙のＤを主債

務者とする連帯保証債務についても、控除されるべきである旨の控訴人の主張につき、亡丙

のＤを主債務者とする連帯保証債務が、相続税法１４条１項に規定する「確実と認められる」

債務であったことを認めるに足りる証拠はないなどとして、控訴人の主張を認めなかった。 

 しかし、Ｄは、平成２０年１２月期の帳簿価額ベースで約１２億円の債務超過であり、相

続税評価ベースでは５２億円の債務超過であって、著しい債務超過の状況にあった。Ｄは、

本件相続開始当時、完全に事業を停止していたものではないが、既に多額の借入金を返済す

るための債務免除を含めた債務整理を継続する状態であった以上、主たる債務者としてその

債務を弁済することができない状態であったことは明らかである。また、本件相続開始まで

にＤの連帯保証人であった亡丙も自身の不動産を処分するなどして連帯保証債務を現に履

行していたのであり、控訴人は、亡丙のＮ株式会社に対する１９億２３６３万９２２７円の

連帯保証債務の履行を求める訴訟を提起されている。原判決は、これらについて一切言及し

ておらず、事実誤認及び法令の解釈適用の誤りがある。 

（３）義務付けの訴えの適法性について 

 原判決は、義務付けの訴えの要件である「損害を避けるため他に適当な方法がない」（行政

事件訴訟法３７条の２第１項）につき、国税通則法２３条１項１号及び２項規定の更正の請求

が可能とされている期間を経過する前には、更正の請求をすることが損害を避けるための他の

適当な方法であると考えられるとして、義務付けの訴えを提起することが許されないとし、さ

らに、これらの更正の請求期間経過後においても、更正の請求期間等を限定して租税法律関係

の法的安定を図った制度の趣旨や、非申請型の義務付け訴訟は、一定の処分を求める法令上の

申請権のない者に義務付けの訴えを認めて申請権を認めたのと同じ救済を与えるものであり、

法令上の申請権を有する者がこれを行使することができなくなった場合を想定してその救済

を図ろうとしたものとは解されないことからすれば、義務付けの訴えにより職権による減額更
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正を求めることはできないとする。 

 しかし、原判決を前提とすると、納税者は更正の請求期間であるわずか１年間を経過すれば、

訴えをもってしても救済の途は完全に途絶えてしまい、納税者に極めて酷であるというべきで

ある。 

 更正の請求期間経過後に修正申告の慫慂がされた場合には更正の請求の排他性の趣旨が妥

当しないとの控訴人の主張に対し、原判決は、本件の主位的請求である錯誤無効の主張が許さ

れる場合も「他に適当な方法がない」に該当しないとして（錯誤無効の主張の訴えという手続

を他の適当な方法の一つとして）、控訴人の主張を排斥するが、納税者からすれば、法定され

た手続で争えない以上、更正の請求の排他性は根拠とはならない。 

 この点につき、原判決は、行政事件訴訟法３７条の２第１項の「他に適当な方法がない」を

「他に適当な法令上の申請権がない」と読み替えるような解釈を示しているが、錯誤無効の主

張の訴えは、「法令上の申請権」ではないから、錯誤無効の主張を他に適当な方法の一つとし

て挙げることは論理矛盾である。また、原判決は、錯誤無効の主張が許されない場合は義務付

けの訴えも許されないというような解釈を示しているが、仮にそうであれば、錯誤無効の主張

が許される場合を行政事件訴訟法第３７条の２第１項の「他に適当な方法」の一つとして挙げ

る意味はない。 

（４）義務付けの訴えに係る請求に理由があるかについて 

 前記（１）及び（２）記載のとおり、本件債務は相続税法１４条１項に規定する「確実と認

められる」債務に該当し、修正申告の慫慂は誤りであるから、処分行政庁が控訴人の求める減

額更正処分をすべきことは法令上の根拠から明らかである。 

 前記（２）記載のとおり、控訴人は、本件修正申告により極めて重大な損害を被っているか

ら、処分行政庁が、控訴人の求める減額更正処分をしないことに理由はなく、少なくとも裁量

権の範囲の逸脱又はその濫用に当たる。 

５ 当審における被控訴人の補充主張 

（１）本件債務が相続税法上債務控除できるか否かについて 

 控訴人は、債務承認弁済契約が締結されている以上、承認した債務の全額につき履行が義務

付けられている旨主張するが、債務承認弁済契約が締結されたとしても、契約上、一定額を弁

済すれば、残債務を免除することになっており、しかも一定額の弁済がされて条件が満たされ

ることが確実である場合には、事実上、残債務については履行が義務付けられているとはいえ

ないから、「確実と認められる」債務には当たらないというべきである。控訴人の主張は、債

務が存在する以上、履行が義務付けられるから、相続税法１４条１項の「確実と認められる」

債務に該当するに等しく、同項が全ての債務を相続財産から控除せずに、「確実と認められる」

債務に限って相続財産から控除する趣旨を没却するものである。 

 また、控訴人は、平成２０年１２月合意書作成までの経緯からすると、本件債務を含む本件

各貸金債務が免除される可能性は相当程度あったとの原判決の認定は経験則に反する旨主張

するが、平成２０年１２月合意書作成までのＣ社の対応、本件債務者らの弁済状況、同合意書

作成時のＤの資産状況、同合意書作成後の経緯等の客観的な事実関係に照らせば、本件相続開

始時において、将来、本件債務者ら、とりわけＤが処分可能な不動産を処分するなどして、本

件各貸金債務について６億７０００万円の弁済をし、本件債務を含む本件各貸金債務が免除さ

れる可能性が相当程度あったとした原判決の判示に誤りがないことは明らかであり、経験則に
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反するとはいえない。 

 以上によれば、本件相続開始時において、本件債務は、免除されることが相当程度確実であ

ったといえるから、本件相続開始時において、本件債務の履行が法的手段をもって義務付けら

れているとはいえず、また、それと同視できる程度に事実的、道義的に履行が義務付けられる

ことが確実ともいえなかったと認められるから、本件債務は「確実と認められる」債務には当

たらず、債務控除の対象にはならないというべきである。 

（２）本件修正申告について錯誤無効の主張が許されるかについて 

ア 控訴人は、①本件債務が相続税法１４条１項の「確実と認められる」債務であれば、本件

債務は相続税の計算にあたって債務として控除されるべきであるところ、本件修正申告では

債務として控除されていなかった以上、その錯誤は明白である、②明白性が要件とされる根

拠は、法的安定性及び第三者の信頼保護であるところ、本件では、課税庁が本件債務につき

債務控除できないことを控訴人に積極的に指導し、修正申告を慫慂したのであるから、課税

庁において気付きようのない事項でないことは明らかであるから、本件においては、明白性

の要件は不要であり、そうでないとしても明白性の要件は満たされている旨の主張をする。 

 しかし、相続税法及び国税通則法が申告納税制度を採用し、納税者が申告内容を自己に有

利に是正する手段として更正の請求という特別の規定を設けつつ、その請求期間及び要件を

限定している趣旨は、相続税の課税標準等の決定については、最もその間の事情に通じてい

る納税義務者自身の申告に基づき、その過誤の是正は、期間制限を設けた上で、法律が特に

規定した場合に限るという建前とすることによって、租税法律関係の速やかな確定及び法的

安定という要請に応じる一方、納税義務者に対しても過当な不利益を強いることのないよう

に配慮することにあるところ、仮に錯誤が「客観的に明白」でないにもかかわらず、錯誤無

効を認めることとなると、錯誤の有無を判断する材料としては当事者の申立てしかなく、実

際には錯誤があったかどうか疑わしい場合までむやみに無効とされるおそれがあり、租税法

律関係の速やかな確定及び法的安定という要請を著しく損なうから、錯誤が客観的に明白で

あることを要する。 

 上記①の主張によれば、錯誤があれば常に明白性の要件を満たすことになりかねず、法的

安定性に配慮して錯誤無効を主張するために明白性を要件とした趣旨を没却しかねない。 

 「客観的に明白」な錯誤とは、申告書に過誤があることが何人の目にも明らかな場合をい

い、具体的には明白な誤記、誤算があるような場合をいうと解されるところ、仮に本件債務

が「確実と認められる」債務に該当し、債務控除せずに修正申告したことが過誤であるとし

ても、同過誤は、債権者と債務者との間で本件債務について免除が前提になっていたか否か

という修正申告書又はその添付書類に表れていない事柄に関するものであり、誤記、計算違

いといった何人の目から見ても明らかな過誤ではないから、「客観的に明白」な錯誤に当た

らない。 

 また、上記②については、課税庁の調査担当者の慫慂による修正申告について、その慫慂

に誤りがあったかなども、修正申告書又はその添付書類に表れていない事柄に関するもので

あり、誤記、計算違いといった何人の目から見ても明らかな過誤ではないから、「客観的に

明白」な錯誤に当たらない。 

イ 控訴人は、前記（２）イのとおりの主張をする。 

 しかし、Ｄは、平成２１年７月３日にＨ社から７０００万円を借り入れ、同日、Ｃ社に７
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０００万円を弁済し、同月３０日、Ｈ社に７０００万円を弁済したとする経理処理を行って

いるところ、仮にＤがＣ社に弁済した上記７０００万円の原資が、本件相続人らの相続財産

をＨ社に売却した代金であれば、Ｄが同月３０日にＨ社に対して７０００万円を弁済する理

由はない。したがって、ＤがＣ社に弁済した７０００万円の原資が相続財産をＨ社に売却し

た代金であるとは認められない。また、仮に上記原資が本件相続人らの相続財産の売却代金

であるとしても、かかる事情は本件修正申告書の記載から明らかに分かる誤記、誤算といっ

た事情ではない上、本件債務が「確実と認められる」債務であることが客観的に明白とはい

えないという結論には何ら影響しない。 

ウ 控訴人は、前記（２）ウないしオのとおりの主張をする。 

 そもそも錯誤が「客観的に明白」といえない場合には、それだけで錯誤無効の主張は認め

られないが、控訴人の上記主張は、次のとおり、理由がない。 

（ア）前記（２）ウの主張について 

 本件債務は、本件相続開始時点で将来免除されることが相当程度確実であったと認めら

れ、「確実と認められる」債務に該当せず、債務控除の対象には含まれないから、調査担

当職員が本件債務について控除が認められない旨慫慂したことに誤りはない。また、仮に

本件債務が「確実と認められる」債務に該当するとしても、平成２０年１２月合意書作成

までのＣ社の対応、本件債務者らの弁済状況、同合意書作成時のＤの資産状況、同合意書

作成後の経緯等の客観的な事実関係から、本件相続開始時において、将来、本件債務が免

除される可能性が相当程度確実であったと考えて、本件債務が控除の対象とならない旨修

正申告を慫慂したとしてもやむを得ないといえるから、重大な過失は認められない。 

 なお、控訴人は、調査担当職員に重大な過失があった根拠として、Ｂからの徴収困難を

機に修正申告の慫慂がされ、それが更正の請求期間経過後であったことを挙げるが、これ

らの事情は、修正申告の慫慂自体に重大な過失があったことを根拠づける事情とはいえな

い。また、控訴人は、本件修正申告書提出前の調査担当者の対応を根拠に、修正申告の慫

慂に少なくとも重大な過失がある旨主張するが、仮に調査担当職員が控訴人主張のような

対応をしたとしても、本件修正申告の慫慂に重大な過失があったことを裏付けることには

ならない。また、税務職員は職務上知り得た秘密について守秘義務を負い、個人情報の提

供に制限を受けるから、調査担当職員が控訴人に対し、亡丙の他の相続人の資産状況に関

する回答をしなかったのは当然であって、重大な過失を根拠づける事情とはなり得ない。 

（イ）前記（２）エの主張について 

 納税申告、修正申告の場合、納税義務者が自らの責任で税額を計算し、納付すべき税額

を申告するのであり、仮に税務職員が重大な過失により誤った指導をしたとしても、納税

義務者はその指導に従う必要はなく、自らの判断で正しいと考える税額を申告すれば足り

るのであるから、税務職員が重大な過失によって誤った指導をしたというだけで錯誤無効

の主張が認められるとは解されず、錯誤の明白性、重大性の程度に加えて、納税者が錯誤

に陥ったことへの税務職員の関与の程度、納税義務者側の帰責事由の有無、税理士の関与

の有無等を考慮して、租税法律関係の早期確定及び法的安定よりも納税義務者の救済を優

先すべき特段の事情が認められる場合に限って錯誤無効の主張が認められるべきである。

特に税理士が申告に関与している場合には、税理士に税法上の知識があり、事実関係等に

ついても税理士が十分確認しているはずであり、納税義務者は税理士から事実関係等につ



9 

いて十分な説明を受けるなどして自ら正しいと考える税額を申告したものといえるため、

税法の定める救済方法以外の方法で救済をする必要があるとは認められず、原則として錯

誤無効の主張は認められないというべきである。控訴人は、税理士に相談していた場合に

はなおさら救済が要請されるなどと主張するが、税の専門家である税理士に相談し、十分

検討の上で納税申告ないし修正申告をした者について、あえて法定の方法以外の方法によ

り救済する必要性は乏しい。 

 本件で控訴人が主張する重大な過失の内容は判然としないが、仮に調査担当者が、本件

債務が債務控除の対象である「確実と認められる」債務に該当するのに該当しないと判断

したことが重大な過失であるとしても、控訴人の錯誤が明白とはいえず、調査担当者が修

正申告書を下書きしたり、重要な金額欄を記載したりなどした事実は認められず、調査担

当者の関与の程度は強いとはいえないし、控訴人は、調査担当者から本件修正申告の慫慂

を受けた後、税理士と十分検討した上で税理士に修正申告書を作成させていることに照ら

すと、本件において錯誤無効という税法が定めた方法以外にその是正を許さないならば、

納税義務者の利益を著しく害すると認められる特段の事情があるとはいえない。 

（ウ）前記（２）オの主張について 

 控訴人は、本件修正申告によって多額の相続税の納付義務を負ったことにより窮状にあ

ることを理由に特段の事情に該当する旨主張するが、本件修正申告書の提出により控訴人

が窮状に陥ったことは本件修正申告書の提出後に生じた事情にすぎず、本件修正申告書を

記載した際の錯誤と関係しないため、控訴人の主張は失当である。 

エ 本件相続開始当時のＤの支払不能について 

 控訴人は、前記（２）カのとおりの主張をする。 

 しかし、控訴人主張のＤの５２億円超の債務超過額の内訳には、Ｃ社に対する１２億２０

２２万２６７６円の借入金債務及びＮ株式会社に対する１９億２３６８万９２２７円の借

入金債務が含まれるところ、本件相続開始時点でＣ社に対する借入金債務は６億７０００万

円の弁済によって残債務が免除されることが相当程度確実であったから、実質的な債務額は

６億７０００万円とみるべきであり、Ｎ株式会社に対する借入金債務は、平成２１年１２月

末日限り５万円を弁済すれば、残りの債務が免除されることになっていたことに照らすと、

実質的な債務額は５万円であったとみるべきであるから、実質的な債務超過額は約２６億円

にとどまる。これに加えて、Ｄの本件相続開始日を含む過去３期の各事業年度の損益計算書

及び貸借対照表によれば、Ｄは実質的に相当の利益を上げていること、本件相続開始後も事

業を継続し、定期的に借入金の返済を行っていること、Ｄが破産手続を開始したのは本件相

続開始から約１年７か月後であることなどに照らせば、本件相続開始の際、主たる債務者で

あるＤがその債務を弁済することができないため保証人がその債務を履行しなければなら

ない場合で、主たる債務者に求償しても補填を受ける見込みがないことが客観的に認められ

る場合であったとまでは認めることができず、その他、亡丙のＤを主債務者とする連帯保証

債務が、相続税法１４条１項に規定する「確実と認められる」債務であったことを認めるに

足りる証拠はないとした原判決に事実誤認及び法令適用の誤りはない。 

（３）義務付けの訴えの適法性について 

 控訴人は、原判決が、①あたかも行政事件訴訟法３７条の２第１項の「損害を避けるため他

に適当な方法がない」との規定を「他に適当な法令上の申請権がない」と読み替えるような解
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釈を示しているとした上、錯誤無効の主張による訴えが「法令上の申請権」でないことは明ら

かであるから、錯誤無効の主張を他に適当な方法の一つとして挙げることはできないはずであ

り、②錯誤無効の主張が許されない場合は義務付けの訴えも許されないというような解釈を示

しているが、仮にそうであれば、錯誤無効の主張が許される場合を行政事件訴訟法第３７条の

２第１項の「他に適当な方法」の一つとして挙げる意味はない旨主張する。 

 上記①の主張は判然としないが、善解すると、法令上の申請権を有する者がその申請権を行

使することができなくなった場合であっても、非申請型義務付けの訴えを提起することができ

ることを前提とすると思われる。しかし、行政事件訴訟法上、申請型の義務付けの訴え（同法

３条６項２号）は、義務付けに係る一定の処分について法令上の申請権が認められ、かつ、当

該申請権が行使された場合を前提としているのに対し、非申請型の義務付けの訴え（同項１号）

は、法令上の申請権が認められていない場合を前提としており、控訴人が法令上の申請権を有

しているか否かが申請型と非申請型を区別する重要な基準となる。したがって、行政事件訴訟

法は、法令上の申請権が認められている者が義務付けの訴えを提起する場合には、申請型義務

付けの訴えを提起することのみを予定しているのであって、法令上の申請権を有する者が、適

法に当該申請権を行使せず、その結果として、申請型義務付けの訴えを提起することができな

くなったとしても、非申請型義務付けの訴えを提起することを予定していないというべきであ

る。原判決は、かかる趣旨から「非申請型の義務付け訴訟は、一定の処分を求める法令上の申

請権のない者に義務付けの訴えを認めて申請権を認めたのと同じ救済を与えるものであり、法

令上の申請権を有する者がこれを行使することができなくなった場合を想定してその救済を

図ろうとしたものとは解されない」と判示したものと解され、その判示は正当である。 

 上記②については、納税義務者が申告内容を自己に有利に是正するためには、原則として、

更正の請求という法律が特に認めた手段によるべきであって、他の救済手続によることは許さ

れないと解すべきであるが、例外として、申告書の記載内容の錯誤が客観的に重大かつ明白で

あって、更正の請求以外に確定申告書の記載内容の過誤の是正を許さないならば、納税義務者

の利益を著しく害すると認められる特段の事情がある場合に限り、錯誤の主張が許される。そ

うすると、更正の請求をすることができず、かつ錯誤の主張も許されない場合には、もはや確

定した租税法律関係を変更することは許されないから、その判断と相反する形で減額更正の義

務付けを認める余地はなく、原判決が正当であることは明らかである。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 当裁判所も、控訴人の主位的請求は理由がなく、予備的請求に係る訴えは不適法であると判断

する。その理由は、後記２に当審における控訴人の補充主張に対する判断を付加するほかは、原

判決「事実及び理由」中の「第３ 当裁判所の判断」１及び２（原判決１９頁１９行目から３０

頁８行目まで）に記載のとおりであるから、これを引用する。 

２ 当審における控訴人の補充主張に対する判断 

（１）本件債務が相続税法上債務控除できるか否かについて 

ア 控訴人は、前記第２の４（１）ア記載のとおり、本件債務が「確実と認められるもの」か

どうかは極めて重要な争点であり、原判決がこの点につき正面から明確な判断を避けたこと

は裁判所の責務を放棄するも同然である旨の主張をする。 

 しかし、原判決は、納税申告書ないし修正申告書の記載内容の過誤の是正については、そ

の錯誤が客観的に明白かつ重大であることが要件の一つであるとした上で、原判決認定の事
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実に照らし本件債務が「確実と認められる」債務であることには相当の疑義があったことか

ら、錯誤が明白性の要件を欠くと判示したものであって、結論に至るに必要な限度で判断を

示したものであるから、違法不当な点は存せず、控訴人の上記主張は採用できない。 

イ 控訴人は、前記第２の４（１）イ（ア）ないし（ウ）記載の事由を挙げて、本件債務が相

続税法１４条１項の「確実と認められる」債務に該当する旨の主張をする。 

 しかし、前記１において原判決を引用して説示するとおり、Ｃ社の平成１８年１２月の平

成１８年合意から平成２１年５月の本件覚書作成に至るまでの対応、本件債務者らの平成２

０年１２月合意までの弁済状況、同合意時点におけるＤ及び亡丙の資産状況、Ｄによる本件

覚書による合意当日における不動産の売却並びに同売却代金を原資とする本件覚書による

合意に基づく６億円の弁済及びその後の７０００万円の弁済の経緯等によれば、本件相続開

始時において、将来、本件債務者ら、とりわけＤが処分可能な不動産を処分するなどして、

本件各貸金債務について６億７０００万円の弁済をし、本件債務を含む本件各貸金債務が免

除される可能性が相当程度あったのであり、これに照らせば、債務者につきその履行が義務

付けられている債務であることには相当の疑義があったというべきである。 

 控訴人は、前記第２の４（１）イ（ア）記載のとおり、債務承認弁済契約が締結されてい

る以上、承認した債務の全額につき履行が義務付けられる旨の主張をするが、債務承認弁済

契約が締結されたとしても、同契約において一定額を弁済すれば、残債務を免除する旨定め

られている場合には、債務承認弁済契約が締結されているからといって当然には債務の全額

につき履行が義務付けられるとはいえないというべきである。 

 控訴人は、前記第２の４（１）イ（イ）記載のとおり、平成２０年１２月合意の時点では、

合意に係る弁済の原資調達の目途は立っていなかったことや、条件付き債務免除の合意をし

てから３年近く経過して条件が成就したことを理由として、本件相続開始の際、本件債務を

含む本件各貸金債務が免除される可能性が相当程度あったと認定することは経験則に反す

ると主張するが、上記平成１８年合意から本件覚書の作成を経て６億７０００万円の弁済に

至る一連の経緯に照らせば、前記１において原判決を引用して説示するとおり、Ｃ社は、本

件相続開始の時点において、平成２１年４月３０日を一応の期限としながらも、それ以降で

あっても、本件債務者らから本件債務を含む本件各貸金債務について６億７０００万円の弁

済を受けた時点で、本件債務者らに対するその余の債権については債務を免除する意向であ

ったと認めるのが相当であるから、本件相続開始の際、本件債務を含む本件各貸金債務が免

除される可能性が相当程度あったとの認定が経験則に反するとはいえない。 

 また、控訴人は、前記第２の４（１）イ（ウ）記載のとおり、原判決が示すような本件債

務についての相続税法１４条１項の解釈、適用は、条件が成就する将来の可能性の有無のみ

ならず、その程度をも問題とするものであって、その認定は不安定なものとなり、納税者の

予測可能性を害することは明らかであると主張するが、上記（１）アで説示したとおり、原

判決は、本件修正申告が錯誤により無効かどうかの判断に必要な限度で相続税法１４条１項

の解釈を行ったものであるから、このような判断の仕方が納税者の予測可能性や法的安定性

を害するものであるとはいえない。 

 したがって、控訴人の上記主張は採用できない。 

（２）本件修正申告について錯誤無効の主張が許されるかについて 

ア 控訴人は、前記第２の４（２）ア記載のとおり、①本件債務が相続税法１４条１項の「確
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実と認められる」債務であれば、本件債務は相続税の計算にあたって債務として控除される

べきであり、本件修正申告では債務として控除されていなかった以上、その錯誤は明白であ

る、②明白性が要件とされるのは、法的安定性及び第三者の信頼保護であるところ、本件で

は、課税庁が本件債務につき債務控除できないことを控訴人に積極的に指導し、修正申告を

慫慂したのであるから、課税庁において気付きようのない事項でないことは明らかであるか

ら、本件では明白性の要件は不要とするか、又は明白性の要件は満たされている旨の主張を

する。 

 しかし、前記１において原判決を引用して説示するとおり、相続税法が、いわゆる申告納

税制度を採用し、申告書記載事項の過誤の是正につき特別の規定を設けたのは、相続税の課

税標準等の決定については最もその間の事情に通じている納税義務者自身の申告に基づく

ものとし、その過誤の是正は法律が特に認めた場合に限ることとすることが、租税債務を可

及的速やかに確定させるべきであるとする国家財政上の要請に応ずるものであり、納税義務

者に対しても過当な不利益を強いるおそれがないと認めたからにほかならない。したがって、

納税申告書ないし修正申告書の記載内容の過誤の是正については、その錯誤が客観的に明白

かつ重大であることを要するというべきであり、明白性の要件が不要であるとはいえない。

控訴人は、昭和４８年４月２６日最高裁第一小法廷判決を引用して明白性の要件は不要であ

ると主張するが、納税申告書の記載内容に過誤がある場合の是正の可否が問題となる本件と

は事案を異にするというべきであるから、採用の限りではない。 

 そして、控訴人の上記①の主張については、前記１において原判決を引用して説示すると

ともに上記（１）において説示するとおり、本件相続開始時において、本件債務が債務者に

つきその履行が義務付けられている債務であることには相当の疑義があったのであるから、

仮に本件修正申告書の記載内容において本件債務の計上についての錯誤があったとしても、

その錯誤が客観的に明白であるとは認められないというべきである。控訴人の上記①の主張

は、錯誤が「客観的に明白」であることを要しないとするに等しく、採用の限りではない。

また、控訴人の上記②の主張事由は、本件債務についての控訴人の錯誤が「客観的に明白」

な錯誤であることを根拠づける事由には当たらないから、同主張も採用できない。 

イ 控訴人は、前記第２の４（２）イ記載のとおり、平成２１年７月３日にＣ社に弁済された

７０００万円の原資が、相続財産であるＩ町●●ほか２筆の土地及び建物をＨ社に売却した

際の売得金であり、しかもこれらの不動産は元々Ｃ社のために担保権が設定されていた不動

産であったことから、控訴人を含む本件相続人らは本件当初申告においてこれらの不動産を

取得財産に計上するとともに本件債務を相続債務として計上していたのに対し、大阪国税局

の担当職員からの修正申告の慫慂は、本件債務を控除できないとするにとどまり、上記不動

産は取得財産に計上したままであったのであり、これは、相続税の計算の大原則に反すると

ころ、原判決は、上記の点は、本件修正申告の錯誤がなかったという結論を左右しないと判

示するが、その理由を明示していない旨の主張をする。 

 しかし、仮にＤがＣ社に対して平成２１年７月３日に弁済した７０００万円の原資が、実

質的に相続財産であるＩ町●●ほか２筆の土地及び建物の一部の本件相続人らの持分をＨ

社に売却した際の売得金であったとしても、また、大阪国税局の担当職員からの修正申告の

慫慂が、上記のとおりであったとしても、前述したとおり、本件修正申告に客観的に明白な

錯誤があったとは認められないから、控訴人は錯誤の主張をすることができないところ、原
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判決は、同旨の判示をしているというべきである。したがって、控訴人の上記主張は採用で

きない。 

ウ 控訴人は、前記第２の４（２）ウないしオ記載のとおり、本件修正申告について、税法の

定めた方法以外にその是正を許さないならば、納税義務者の利益を著しく害すると認められ

る特段の事情があるとの主張をする。 

 しかし、本件修正申告について、税法の定めた方法以外にその是正を許さないならば、納

税義務者の利益を著しく害すると認められる特段の事情の立証責任は、錯誤を主張する控訴

人にあると解されるところ、前記１において原判決を引用して説示するとおり、仮に大阪国

税局の担当職員の慫慂が誤ってなされたものであったとしても、上記職員が故意に誤った内

容の修正申告の慫慂をしたと認めるに足りる証拠はないし、本件債務が債務者につきその履

行が義務付けられている債務であることには相当の疑義があったことからすれば、上記職員

に重大な過失があったとは認めるに足りないこと、また、控訴人が、税の専門家である税理

士に相談の上、本件修正申告書を作成してこれを提出したこと、控訴人主張の控訴人の窮状

は、主としてＢの相続税についての連帯納付義務に伴うものであることが窺われることを考

慮すれば、本件修正申告書の記載内容の過誤の是正について、税法の定めた方法以外にその

是正を許さないならば、納税義務者の利益を著しく害すると認められる特段の事情があると

認めることはできない。したがって、控訴人の上記主張は採用できない。 

エ 控訴人は、前記第２の４（２）カ記載のとおり、Ｄが平成２０年１２月期の帳簿価額ベー

スで約１２億円の債務超過であり、相続税評価ベースでは５２億円の債務超過であったとし

て、著しい債務超過であり、本件相続開始当時に完全に事業を停止していたのではないが、

既に多額の借入金を返済するための債務免除を含めた債務整理を継続していた状態であっ

た以上、主たる債務者であるＤがその債務を弁済することができない状態であったことは明

らかであるなどとして、原判決に事実誤認及び法令の解釈適用の誤りがある旨の主張をする。 

 証拠（乙５の４、乙２５の１～３、乙２６～２８）によれば、Ｄが平成２０年１２月期に

大幅な債務超過の状態にあることは認められるが、事業は継続しており、平成１８年１２月

期及び平成１９年１２月期には経常利益を計上し、平成２０年１２月期は経常損失を計上し

ているものの、減価償却費を控除しなければ利益を計上できているとも見得ること、本件相

続開始後の平成２１年１２月期は、減価償却費を控除しないとしても多額の営業損失、経常

損失を計上しているが、それでも営業活動は続けていて、減少傾向にあるとはいえ２億円余

の売上があり、Ｏ、Ｅ等の債権者に対する返済を続けていたことが認められること、また、

証拠（乙２３、２４の１・２）によれば、ＤはＮ株式会社に対し多額の債務を負っていたが、

これについては、ＤとＮ株式会社との間の平成２０年１２月２５日付け債務承認及び弁済契

約証書において、Ｄが同日限り５億９６７０万円を弁済し、平成２１年１２月末日限り５万

円を弁済すれぼ、残債務が免除されることが合意されているところ、Ｄは平成２０年１２月

２５日限り５億９６７０万円を弁済したことが認められること、前記１において原判決を引

用して認定したとおり、Ｄが破産手続開始の決定を受けたのは、本件相続開始から１年７か

月が経過した平成２２年７月●日であったことが認められ、これらの事実に照らせば、引用

に係る原判決説示のとおり、本件相続開始の際、Ｄが主たる債務者としてその債務を弁済す

ることができないため、保証人である亡丙又は本件相続人らが保証債務を履行しなければな

らない場合で、主たる債務者に求償しても補填を受ける見込みがないことが客観的に認めら
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れる場合であったと認めることはできないから、控訴人の上記主張は採用できない。 

（３）義務付けの訴えの適法性について 

 控訴人は、前記第２の４（３）記載のとおり、①原判決を前提とすると、納税者は更正の請

求期間であるわずか１年間を経過すれば、訴えをもってしても救済の途は完全に途絶えてしま

い、納税者に極めて酷であり、納税者からすれば、法定された手続で争えない以上、更正の請

求の排他性は根拠とはならない、②原判決は、行政事件訴訟法３７条の２第１項の「他に適当

な方法がない」を「他に適当な法令上の申請権がない」と読み替えるような解釈を示している

が、錯誤無効の主張の訴えは、「法令上の申請権」でないから、錯誤無効の主張を他に適当な

方法の一つとして挙げることは論理矛盾である、③原判決は、錯誤無効の主張が許されない場

合は義務付けの訴えも許されないというような解釈を示しているが、仮にそうであれば、錯誤

無効の主張が許される場合を行政事件訴訟法第３７条の２第１項の「他に適当な方法」の一つ

として挙げる意味はないなどの主張をする。 

 しかし、控訴人の上記①の主張については、前記１において原判決を引用して説示するとお

り、国税通則法上、納付すべき税額の減額を求める場合には、更正の請求の手続をしなければ

ならず、原則として、他の救済手続によることは許されていない上、租税法律関係の法的安定

を図る趣旨から更正の請求期間を限定していることからすれば、更正の請求が請求期間を徒過

してできなくなったとしても、また、更正の請求をすることが損害を避けるための適当な方法

であると考えられることから、職権による減額更正を求める義務付けの訴えの提起も許されな

いとしてもやむを得ないというべきである。したがって、控訴人の上記①の主張は採用できな

い。 

 控訴人の上記②の主張は、必ずしも明確ではないが、原判決が、更正の請求についてその期

間等を限定して租税法律関係の法的安定を図るという制度の趣旨や、非申請型の義務付け訴訟

は、一定の処分を求める法令上の申請権のない者に義務付けの訴えを認めて申請権を認めたの

と同じ救済を与えるものであり、法令上の申請権を有する者がこれを行使することができなく

なった場合を想定してその救済を図ろうとしたものとは解されないと判示したのは、法令上の

申請権を有する者が義務付けの訴えを提起する場合には申請型の義務付け訴訟を提起するこ

とを予定しているのであって、法令上の申請権を有する者がこれを行使することができなくな

った場合に、非申請型の義務付け訴訟を提起することは認められないということを述べたもの

であって、控訴人主張のような解釈をしているわけではないから、控訴人の上記②の主張も採

用できない。 

 控訴人の上記③の主張については、前記１において原判決を引用して説示するとおり、控訴

人は、損害を避けるための他の方法として、国税通則法５６条１項に基づく誤納金返還請求に

係る訴えを提起することができるのであり、同訴訟において、錯誤無効の主張が認められない

場合には、更正の請求期間を限定して租税法律関係の法的安定を図った制度の趣旨に照らし、

義務付けの訴えにより職権による減額更正を求めることはできないといわざるを得ない。した

がって、控訴人の上記③の主張も採用できない。 

３ 結論 

 以上によれば、原判決は相当であり、本件控訴は理由がないからこれを棄却することとし、主

文のとおり判決する。 
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